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はじめに ～京都の景観問題に対する緊急提言～ 

 
京都は、平安建都以来、1,200 年を超える悠久の歴史を刻む都市である。このよう

な永い歳月の中で、京都盆地を取り囲む三方のなだらかな山々や鴨川・桂川などの豊

かな自然と、世界遺産をはじめとする数多くの歴史的資産や風情ある町並みとが融合

して、個々の地域に特色ある多様な景観を創り出し、それらが集合して全体として京

都らしい景観を育んできた。 
 こうした京都の景観は、京都特有の自然環境の中で伝統として受け継がれてきた都

の文化と町衆による生活文化を色濃く映し出しており、現代においても日々の暮らし

や生業等の都市の営みを通じて、京都独特の品格と風情を醸し出している。また、時

の移ろいとともに変化する町の佇まいや四季折々の彩りが京都の景観に奥深さを与

え、視覚的な眺めだけでなく、光、風、音、香りなど、五感で感じられるもの全てが

調和し、世界の多くの人々を魅了する美しい景観が形成されている。 
 このように、京都の景観は、文化的側面を包括するものとして捉えられるべきであ

ることを、まず認識しておく必要がある。 
 しかしながら、日本が世界に誇るべき至宝とも言える京都の優れた景観が、高度経

済成長期以降、とりわけバブル経済期における都市開発の流れの中で、行政、市民等

による様々な保全・再生の努力にもかかわらず、変容してきている状況にある。 
 こうした現状を踏まえ、本審議会は、平成 17 年７月に、京都市長から、「時を超え

光り輝く京都の景観づくり～歴史都市・京都にふさわしい京都の景観のあり方～」に

ついて諮問を受け、審議を重ねてきた。 
 この「中間取りまとめ」は、これまでの６回に及ぶ審議と公開シンポジウム等にお

ける市民意見を踏まえて、50 年後、100 年後も光り輝く京都であり続けるために、こ

れまでの景観の保全・再生の方針や対策に加えて、新しい明確なビジョンと包括的な

景観形成の方策とともに、緊急的に実施すべき施策を示すものである。 
 この「中間取りまとめ」を踏まえ、行政、市民等のあらゆる主体が、実効ある取組

を進めるとともに、そうした取組により、今後とも京都が、景観形成において他の都

市に対する先導的な役割を果たすことを切に望むものである。 
 

 

平成 18 年 3 月 27 日 
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Ⅰ．京都の景観の現状 
 

１．京都市のこれまでの取組 
 
我が国では、高度経済成長期以降の急激な都市化の進展に伴い、市街地の拡大や

建築物の更新等により、都市の景観が無秩序に変容してきた。京都市においても例

外ではなく、1,200 年の伝統文化を伝える歴史都市・京都の優れた景観が変容して

きている。 
その背景には、人口や世帯数の増加、家族構成や地域コミュニティの変化、更に

は、産業構造の変化、自動車優先の交通体系への転換など、社会経済の構造的変化

が潜んでいる。このように、景観問題は、背景となる社会経済の変化を含めて考察

しなければならない。 
京都市では、こうした景観の変容に対し、市民の協力の下に、昭和５年の風致地

区の指定以来、様々な制度を駆使し、京都らしい景観の保全・再生に努めてきた。

いわゆる古都保存法の歴史的風土特別保存地区等を活用し、自然・歴史的景観を保

全するとともに、昭和 47 年には、全国に先駆けて市街地景観条例を制定し、美観

地区（美観地区は景観法の制定に伴い廃止され、新たに創設された景観地区に移行

しているが、京都市では、これを引き続き「美観地区」と呼んでいるため、以下「美

観地区」と用いる）等を活用した市街地景観の整備に着手した。 
また、文化財保護法における伝統的建造物群保存地区制度は、京都市の市街地景

観条例における特別保全修景地区制度が基となっており、平成 16 年に制定された

景観法も、京都市の取組が基になって国の制度となったとされている。このように、

京都市の先導的・先見的取組が、他都市の参考となるばかりでなく、全国を対象と

する国の制度として結実したものは多い。 
 
２．京都の景観の現状 

 

これまでの京都市の景観の保全・再生への努力にもかかわらず、個人の価値観や

生活様式の変化、偏った経済性・効率性の追求などの時代の流れに抗いきれず、京

都の伝統文化を伝える重要な景観資源が次々に失われ、歴史都市・京都の景観が、

更に変容し続けている。それは、バブル経済期以降もなお、徐々にではあるが、確

実に続いている。 
 
（１）地域の町並みと不調和な建築活動 

 

市街地では、例えば、以下のような地域において、町並み等と不調和な建築物  

が増加しており、これにより、優れた景観の姿が崩れつつある。このような建築

活動は、景観の悪化をもたらすのみならず、しばしば地域住民との摩擦の要因に
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もなっている。 

 ① 山麓部の世界遺産周辺 

  三方の山並みを背景とする山麓部の金閣寺や上賀茂神社等の世界遺産周辺で

は、歴史的風土特別保存地区等の厳しい規制により、自然・歴史的景観は一定

程度の保全が図られているが、その隣接地区で市街化が進み、これらの景観と

不調和な中高層建築物が建築されている。 

② 三方の山々の内縁に広がる住宅地 

  三方の山々の内縁に広がる戸建住宅中心の良好な住環境を形成している住宅

地では、幹線道路沿道をはじめとする隣接地区で、極端な高さの格差を生じさ

せる中高層建築物が建築されている。 

③ 都心部等の歴史的な建造物が多く存在する地域 

  都心部等の京町家をはじめとする歴史的な建造物が多く存在する地域では、

次第に歴史的な町並みが姿を消しつつあり、歴史的な町並みと不調和な中高層

建築物等が建築されている。 

 

京都市では、これまでも、以上の地域をはじめとする市街地において、高度地

区等による高さ規制や美観地区等によるデザインの規制・誘導により、景観の保

全・再生に努めてきている。 

高さ規制については、高度地区が市街化区域の 9割を超える広い地域で指定さ

れており、この点は評価に値するものである。しかしながら、その高さの最高限

度が、用途地域と連動し一律に定められており（商業地域：45ｍ又は 31ｍ等）、

景観の保全・再生のためのきめ細やかな配慮が不足していたため、魅力的な眺望

景観の喪失や町並みのスカイラインの乱れといった景観上の問題を生じさせてき

たことは否めない。 

また、美観地区等については、歴史的な建造物が多く存在するなど、建築物に

景観上の配慮が求められる地域でありながら、指定が行われていないところが存

在するとともに、指定されていても、デザイン基準が地域特性を十分反映してい

ないことや抽象的でイメージが不明確であることなど、地域にふさわしい建築物

の誘導が必ずしも十分でないことも京都らしい景観の喪失等の原因となっている。

とりわけ、新たに建築される現代的な中高層建築物については、歴史的な町並み

との調和のあり方や京都らしさの表現についての認識や議論が深められていない

ため、形態、意匠、色彩等のデザイン基準そのものが極めて不十分なものとなっ

ている。 

さらに、歴史的な建造物が多く存在する地域や良好な居住環境を有する住宅地

では、戸建住宅等の更新の際、敷地の統合や細分化が行われ、町並みに対するデ

ザイン上の配慮を欠いた建築物が建築されている。 

京都の歴史的な町並みの魅力の一つに、統一的な壁面が連続する通り景観の美

しさがあるが、近年の建築計画を見ると、京都独特の短冊状の敷地に建築物を通

りから後退して建築し、駐車スペース等としているものがあり、通り景観として



3 

の連続性や界わい性が失われている。市民の自動車の利用ニーズを踏まえれば、

駐車スペースの確保はある程度必要やむを得ないものであるが、こうした敷地内

での駐車スペースの配置が、景観に影響を及ぼしていることも事実であり看過で

きるものではない。こうした現象は、美観地区に指定されている区域によっては、

主な規制の対象が既存の町並み景観への影響の大きい中高層建築物となっており、

低層建築物に対する規制・誘導が不十分であることも要因となっている。 

一方、先斗町等の歴史的な建造物が連担する鴨川沿いの景観については、この

近隣で、土地の高度利用を図る観点から中高層建築物を許容する規制が適用され

ていることもあって、歴史的な建造物と隣接する中高層建築物との不調和が際立

っている。 

このような景観は、現在のゾーニングによる規制の考え方が、それぞれの地区

内の町並みを対象としており、隣接地区や遠方からの眺めに配慮した高さやデザ

インに関する規制を行ってきていないことに起因している。  

 

（２）借景や眺望景観の喪失 

 

京都では、遠くの景観要素を庭園に取り込み、一体的な景観として愛でる“借

景” の文化が歴史的に育まれてきた。また、京都には、市街地からの眺めとし

て、歴史的な建造物、河川等の自然環境、そして三方の山並みなどが調和し、一

体となった、優れた眺望景観がある。 

京都市では、市街地から三方の山並みへの眺望の保全を念頭に置いた自然風景

保全地区等の制度があるが、主に自然景観を対象としている規制であるため、特

定の地点（視点場）からの眺めに配慮した建築物の高さやデザインに関する規制

としては限界があり、遠くにある眺められる対象（視対象）との中間領域におけ

る建築物等によって、借景や優れた眺望景観が失われてきている。 

このため、まず、保全すべき借景や眺望景観を明確にしたうえで、中間領域も

含め視点場から視界に入るもの全てを規制の対象とする新たな取組が必要となっ

ている。 

 

（３）京町家等の歴史的な建造物の消失 

 

  京町家等の歴史的な建造物は、市域に多数存在する神社仏閣とともに、風情あ

る町並みを形成する歴史都市・京都の貴重な景観資源である。 

京都市では、これまで、伝統的建造物群保存地区や、市街地景観整備条例に基

づく歴史的景観保全修景地区や界わい景観整備地区を活用し、修理・修景助成等

により、こうした歴史的な町並み景観を面的に保全・再生するとともに、歴史的

意匠建造物等に指定することにより、建造物単体の保全にも努めてきている。し

かしながら、京都市には、膨大な数の歴史的な建造物が存在しているため、財政

上の制約もあって、こうした制度の対象となる建造物は、ごくわずかとなってお
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り、その大半は、所有者等により維持されている現状にある。こうした状況の中

で、市民活動としても様々な歴史的な建造物の保全・再生の取組が行われてきて

いるものの、相続や経済的事情などにより歴史的な建造物が取り壊され、年々そ

の数を減らし、京都らしい風情ある景観が次第に失われてきている。 
京町家については、所有者等による維持管理費用や相続税等の負担が課題とな

っているほか、京町家が建築基準法の施行以前に建築された建築物であり、構造

や防火上の規定等に適合していない面があることから、その改修等において課題

を抱えている。伝統工法による建築物の構造や防火上の安全性については、近年、

様々な検証が行われてきてはいるが、依然として十分とは言えない状況にある。 

また、明治期や大正期に建築された近代建築物、庭園と一体となった大規模邸

宅等が、経済的な観点から土地の有効利用を図るために建て替えられたり、敷地

を細分化して開発が行われるなど、貴重な景観資源の消失も進行している。 

 

（４）屋外広告物や放置自転車等による景観の悪化 

 

① 屋外広告物等 
 
都市の景観については、自然や建築物だけではなく、都市のあらゆる活動から

生み出される全てのものが大きく影響するものである。 

とりわけ、市街地では、商店街等の繁華街を中心に、建築物に設置された看板、

電柱等のはり紙や立て札、歩道に立てられたのぼり旗等の無秩序に表示される屋

外広告物、街角に設置された自動販売機などが、通り景観を悪化させている。ま

た、南部地域等の幹線道路においても、ロードサイド型の店舗等の表示面積の大

きい看板や原色系の色彩を用いた看板が、沿道景観を悪化させている。 

京都市では、京都市屋外広告物等に関する条例に基づいて、派手な色彩の抑制

や大きさの制限など、京都ならではの屋外広告物規制が行われているが、その一

方で、許可を受けずに表示されている看板や基準に適合していない看板があるこ

とも事実であり、京都の景観を考えるうえで大きな課題となっている。 

 

② 放置自転車等 
 
鉄道駅周辺、繁華街等では、放置自転車や違法駐車車両等も、景観を悪化させ

る要因になっている。 

京都市では、「京都市自転車総合計画」に基づき、“自転車等駐車場整備をはじ

めとする自転車利用環境の整備”と、“自転車等の放置防止啓発や撤去による利用

マナー・ルールの確立”を両輪として、放置自転車等の対策が進められている。

こうした対策により、市内の駅周辺における放置自転車数が、平成 11 年から６年

間で約４割減少するなどの成果を挙げてきているが、都心部の放置自転車数の割

合は相対的に増加しており、都心部の駐輪需要に対する駐輪スペースの確保が根

本的な課題となっている。また、違法駐車車両についても、駐車場の確保が課題
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となる一方で、町並みと不調和な機械式駐車場等が景観に影響を及ぼしているこ

ともあり、こうしたことを踏まえれば、交通体系や交通問題そのものも課題とし

て捉えていく必要がある。 

 

（５）維持管理の行き届いていない森林等 

 

三方の山々の山麓部等は、いわゆる古都保存法に基づく歴史的風土特別保存地

区に指定され、凍結的な保存に努力されている地域である。この指定された地域

においては、所有者の申出により土地の買い入れも行われており、京都市の買い

入れた土地は、約 200ha にも及んでいる。 

しかし、買い入れた土地の面積が膨大なこともあって、森林等の維持管理が十

分に行き届いていない場所があり、木竹が倒伏するなど、景観にも望ましくない

影響が現れている。 

森林が適切に維持管理されていないことにより、景観に様々な影響が生じてい

る状況は、民有林においても同様であり、更に松くい虫による松の立ち枯れやシ

イノキの繁殖など、植生が変化することによっても、景観が変容してきている。 

また、森林の保全と適切な活用は自然景観の健全な維持の基本であり、木造建

築文化等の振興と森林の育成を結びつける取組も必要となっている。 
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Ⅱ．歴史都市・京都の景観形成のあり方 

 

悠久の時の流れの中で培われてきた歴史都市・京都の優れた景観を守り、未来の

世代に継承することは、現代に生きる私達一人一人の使命であり責務である。この

ことを踏まえれば、京都特有の風土や伝統文化と無関係に変容し続けている京都の

景観の現状は、容認されるべきものではない。 

今後予想される人口や世帯数の減少に伴う建設活動の変化、景観法の制定をはじ

め景観形成や魅力的な地域づくりに関する国家レベルでの政策の動向など、現在の

社会経済情勢を踏まえ、今こそ、こうした状況を打開する必要がある。 

そして、50 年後、100 年後の京都の将来を見据え、現代の都市活動と調和し、「快

適で、美しい、世界に誇る都市空間」の形成を目指し、京都の優れた景観を“守り”、

“育て”、“創り”、そして、これを“活かし”ていく、歴史都市・京都の景観づくり

に着手しなければならない。 

ここで大切なのは、景観は、様々な都市の営みの“現れ”であり、市民をはじめ

とするあらゆる主体が共生・参加・協力しなければ、優れた景観を形成することは

できないということである。 

景観を構成する建築物、工作物、屋外広告物、緑地等が、たとえ“私有財産”で

あっても、景観が、“公共の財産”であることを十分理解・浸透させて、その高さや

デザインなどを制御していかなければならない。そして、景観の公共性に対する配

慮に満ちた京都の優れた景観の価値をあらためて認識し、それを京都にとどまらず、

日本や世界の共有財産として尊重する必要がある。 

 このため、以下を歴史都市・京都の景観形成の基本方針とし、行政、市民、事業

者、専門家、ＮＰＯ等がこれらを共有したうえで、京都で発生している様々な景観

問題を解決するとともに、50 年後、100 年後に、燦然と光り輝く京都の景観づくり

に取り組むことを強く望むものである。 
 
① “盆地景”を基本に自然と共生する景観形成 
 
京都は三方の山々に囲まれた内部に川筋のある、特長的な風土を有しており、

このような風土が生み出す盆地景は、先人達が原風景として捉えてきた京都の景

観の基盤とも言うべきものである。このような山紫水明の豊かな自然は、京都の

重要な景観資源である。  

従って、京都の景観形成は、盆地景を基本とする自然景観の保全とともに、緑

景・水景等の自然的景観の連なりを基調とし、市街地の道路、公園、建築物の敷

地や屋上における積極的な緑化等により、自然と共生する都市環境を創出するこ

とを基本とすべきである。 
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② 伝統文化の継承と新たな創造との調和を基調とする景観形成 
 
京都は、永い歴史の中で培われた、洗練された都の文化と町衆の手による生活

文化が連綿と継承されており、この伝統文化を背景に生み出された歴史的な建造

物や町並み等は、京都の重要な景観資源である。そして、時代とともに、常に本

物を追及しながら、新しい要素を積極的に取り入れていく京都の気風により、こ

れらを創造的に発展させてきたものである。 

従って、京都の景観形成は、歴史的景観の保全・再生とともに、京都の伝統文

化を尊重する中で更に創造的視点を加えた、新たな時代を代表する優れた景観の

創出を図り、これらが調和する都市イメージを具現化することを基本とすべきで

ある。 

 

③ “京都らしさ”を活かした個性ある多様な空間から構成される景観形成 
 
京都では、地域の伝統文化を伝えるヒューマンスケールの都市空間に、日常の

暮らしや生業から醸し出される京都らしい風情が加わり、個性豊かな通り景観や

界わい景観が形成されている。同時に、借景や眺望景観のように、個々の空間を

超えて、それらが重層し、融合することにより構成される魅力的な景観がある。 

従って、京都の景観形成は、このような京都らしさを活かした個性ある多様な

空間を創出するとともに、これらが連続し、重なり合うことによっても、京都ら

しさを感じさせる都市空間を創出することを基本とすべきである。 

 

④ 都市の活力を生み出す景観形成  
京都は、歴史的文化都市であるとともに、優れた伝統産業や先端産業を有し、

多くの市民が生活を続ける大都市であることから、景観の保全・再生と地域経済

の活性化の両立を図ることが重要である。 
従って、京都の景観形成は、京都に付加価値をもたらし、居住者や来訪者の増

加、優れた人材の集積、地場産業・観光産業・知識産業等への投資の増大につな

げることにより、都市の活力の維持・向上の源となることを基本とすべきである。 
 
⑤ 行政、市民、事業者等のパートナーシップによる景観形成  
京都は、早くから、地域の共同体の力や町衆の意識・無意識の協調的な活動に

よって、優れた景観を創出し、継承・発展させてきている。今後とも、市民をは

じめとするあらゆる主体が、歴史都市・京都の景観を守り、育て、創り、活かす

ことについて意識を高め、参加・協力することが重要である。 
従って、京都の景観形成に当っては、“公共の財産”としての景観に対する意識

の醸成や共同体における価値観の共有を促進するとともに、景観形成に関する活

動への参加・協力により、行政、市民、事業者、専門家、ＮＰＯ等のあらゆる主

体が、京都の景観の価値をあらためて認識し、それぞれの役割を踏まえ、一体と

なって取り組むことを基本とすべきである。 
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Ⅲ．今後の景観形成のための方策 

 

 歴史都市・京都の景観形成の基本方針の下、日々、京都の風土や伝統文化と無関

係に変容し続けている景観の現状を踏まえ、今後の景観形成のための具体方策を示

すこととする。 

 このうち、以下の３つの視点に関する取組については、緊急を要するものである

ため、この「中間取りまとめ」を受け、速やかに施策の具体化に着手することを望

むものである。 

① 建築物の高さやデザインの更なる規制・誘導 

② 京町家など歴史的建造物の保全とそれを活用した都市景観の形成 

③ 看板など屋外広告物や駐輪・駐車対策の強化 

 なお、「借景や眺望景観の保全」については、18 年度の審議を経て、最終答申に

おいて、その方策を示すものである。 

 

１．建築物の高さやデザインの更なる規制・誘導 
 

（１）基本的な考え方 

 

① 市街地における建築物の高さ規制のあり方 
 
建築物の高さは、建築物の形態を形づくる重要な基本要素の一つであり、高さ

規制は、都市全体の景観イメージの形成に大きな影響を及ぼすものである。とり

わけ、盆地景を基本とする京都の風土においては、市街地を取り巻く山並みとの

関係の中で、建築物の高さ規制を考える必要がある。 

このため、原則として京都の商業・業務の中心地区である都心部の建築物につ

いて一定の高さを認め、この都心部から三方の山裾に行くに従って、次第に高さ

の最高限度を低減させることを、市街地における建築物の高さ規制のあり方の基

本とすべきである。 

 

② 地域の景観特性に応じたきめ細やかな規制・誘導 
 
京都では、個々の地域が、自然、歴史、文化等から生ずる地域固有の景観の特

長を有している。従って、景観形成は、こうした地域の景観特性に応じ、きめ細

やかな高さやデザインに関する規制・誘導を行うことが必要である。 
今後、世界遺産周辺、水辺空間や緑地空間等の特長的な景観を有する地域など、

地域の景観特性を詳細に把握したうえで区域を細分化し、通りや景観特色のある

まとまりを単位とする地区・場所ごとに、地区を超えた景観の調和も考慮したう

えで、景観形成の方針を策定するとともに、規制・誘導制度を適切に活用してい

くことが必要である。 
このため、美観地区について、現在の地域の特性を類型化した“種別”による

規制から、地区の景観特性に応じた“地区別”の規制へ転換するとともに、町並
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みとしての連続性を確保するため、一部の美観地区において、一定の高さを超え

る建築物のみを対象としている認定行為について、原則として、全ての建築物を

対象とすべきである。 
その際、各地区内の町並みを対象とした現行のゾーニングによる規制の考え方

を見直し、周囲からの眺めにも配慮した高さやデザインに関する規制・誘導を行

うべきである。 
また、十分な空地や緑地の確保が困難な狭小宅地の多い地域に指定されている

風致地区については、美観地区に指定替えを行うべきである。 
さらに、地区や場所を単位に、更にきめ細やかな景観形成を誘導するため、基

礎をなす美観地区等の高さやデザインに関する規制・誘導に加えて、積極的に地

区計画の活用や景観協定等の締結の促進を図るべきである。 

 

③ 高さとデザインに関する規制・誘導手法の再構築 
 
１）高さの最高限度の引き下げ  

建築物の高さ規制については、積極的に美観地区を活用するとともに、用途

地域と連動して一律に定められている高さ規制のあり方を見直し、土地利用と

景観形成の双方に配慮しつつ、きめ細やかにその最高限度を設定する必要があ

る。 
このため、道路幅員と沿道の建築物の高さ規制との関係や保全が必要と認め

られる眺望への配慮とともに、世界遺産周辺、良好な低層の住宅地、歴史的な

建造物が多く存在する地区など地域の景観特性や市街地環境の特性を勘案し、

必要に応じ高さの最高限度を引き下げるべきである。 

また、隣接地区間での極端な高さの最高限度の格差は、景観に影響を及ぼす

おそれがあるため、良好な低層の住宅地、歴史的な建造物が多く存在する地区

等の隣接地区において、高さの最高限度の格差を一定抑制すべきである。 

さらに、市街地全体の規制のバランスを考える中で、市街化区域内で高さ規

制を行っていない工業系地域についても、土地利用と景観形成の双方に配慮し、

必要に応じて高さの最高限度を設定すべきである。 

なお、新たに設定する高さの最高限度と既存の指定容積率の間で極端にバラ

ンスを失する場合や、高さの最高限度の引き下げにより建築物の形態や敷地内

の空地の確保に影響を及ぼす場合については、指定容積率も見直すべきである。 

 

２）デザイン基準の明確化 
 
本来、建築物のデザインは、建築される地域や場所、敷地形状、規模等によ

って、そのあり様が異なってくるものである。このことから、デザインの規制・

誘導は画一的な基準によるマニュアル化が困難であり、また適切ではない。従

って、デザインの規制・誘導は、必然的に裁量性を含むものとなるが、デザイ

ン審査の合理化、景観法に基づく認定申請者等に対する事前明示性の確保に留
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意し、明確な形態、意匠、色彩等のデザイン基準の策定が必要である。 
このため、現行の美観地区等の抽象的なデザイン基準を以下のような構成に

見直すべきである。 
・ 素材・形態の特定や色彩値を導入した明確な基準（「一般基準」） 
・ 一般基準を補完し、可能な限り運用方法を明らかにした裁量性を含む基準

（「裁量的基準」） 
 

３）許可制による良好な建築物の誘導手法の導入 
 
周囲の町並みより高い建築物でも、優れた建築計画であれば、地域のランド

マークとなるなど、地域の景観の向上に貢献する場合もある。 

このため、地域や都市全体の景観の向上に貢献するとみられる建築計画の場

合に、高さの限度を超えることを許可する、新たな許可制による優れた建築物

の誘導手法を導入すべきである。その際、地域特性や地域の将来の景観像も考

慮したうえで、許可によって許容する高さの最高限度、周辺環境や町並み景観

への配慮事項、質の高い空間演出の内容等に関する基準を可能な限り具体的に

定めるべきである。ただし、デザイン基準の具体化には限界があることから、

許可に関する権威を高めた専門機関の創設も視野に入れて制度設計を行い、公

平で透明な手続の導入を図るべきである。 

その際、景観シミュレーション技術の活用や専門家の参画した審査体制の充

実とともに、審査過程において、必要に応じて、建築主等が、周辺住民等に対

して建築計画における景観への配慮事項を説明し、意見聴取する仕組や対話す

る仕組を導入すべきである。 
なお、学校・研究施設、医療施設、工業系地域の工場等の大規模な建築計画

については、公共性・公益性に注目しつつ、必要な機能上の建築ボリュームに

も配慮すべきである。 

また、高さの最高限度の引き下げにより、新たな高さの最高限度を超える既

存の建築物が発生することとなるが、これらの建築物は、建替え時には、新た

な高さの最高限度が適用され、従前の床面積が確保できない可能性がある。 

このため、高さの最高限度の引き下げの際には、所有者、居住者等に対し、

規制内容や建替え時に新たな高さの最高限度が適用されることと併せ、地域や

都市全体の景観の向上に貢献する建築計画に対して高さの限度を超えることを

許可する制度があることも十分周知・説明するとともに、何よりも、歴史都市・

京都の景観形成の取組への理解と協力を求めることが必要である。 

また、景観という“公共性”のために、建替えが困難となる建築物、とりわ

け、分譲マンションについては、高さの最高限度の引き下げにより、同規模の

マンションが建築できないことも予想され、合意形成等の面で、より一層建替

えを困難なものとする可能性がある。 

このため、こうした既存不適格建築物の建替えを促進し、周囲の町並みと調
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和のとれた建築物を誘導する仕組について検討すべきである。 
 

④ 勾配屋根等によるスカイラインの形成 
 
京町家等が連担する歴史的な町並みにおいて、高さを微妙に変化させながら続

く甍の波は、風情ある京都の景観に独特のリズムを与えるものである。また、こ

のような和風の勾配屋根は、三方の山並みと調和する要素ともなる。 
一方、陸屋根の屋上部分については、突出した塔屋や建築設備などにより、乱

雑な景観を呈しており、屋上景観の向上が必要となっている。 
このため、美観地区等を活用し、建築物の屋上部分について、突出する塔屋や

建築設備などを制限しつつ、勾配屋根や緑化を誘導することにより、歴史的な建

造物や優れた現代建築、三方の山並み等とも調和した、新たなスカイラインを形

成すべきである。 
また、道路斜線等による高さの制限によって、上部に斜めの壁面を有する建築

物が多く見られ、町並みのスカイラインの乱れにつながっている。 
このため、建築物の上部のデザインの規制・誘導や、美観地区等の斜線による

高さ制限の緩和制度を活用することなどにより、斜めの壁面が生ずることを抑制

すべきである。 
 

（２）地域別の規制・誘導に関する方策 

 

 景観形成のあり方の検討は、個々の景観特性に応じたきめ細やかな地域区分に

より行うべきであるが、個々の地域を個別に審議することは合理的ではないため、

本審議会では、市域を「自然・歴史的景観保全地域」、「調和を基調とする都心再

生地域」、「新しい都市機能集積地域」に大別した、京都市の既存の景観形成に関

する基本的な考え方を基に、これらを地域の特徴により更に細分化し、審議を重

ねてきた。 

ここでは、審議会で審議の対象とした以下の地域について、地域別の規制・誘

導に関する方策を示すものである。 

 また、その他の地域については、審議地域の景観形成のあり方を参考とするこ

ととし、これにより、京都市全域の具体方策とするものである。 

 なお、以下の地域の中に、街区や通り等の更に小規模な単位で形成される景観

や、眺望景観のように以下の地域の景観要素が重なり合って形成される景観が存

在することに留意する必要がある。 

 

① 三方の山々と山麓部周辺 
 
１）三方の山々と山麓部  

京都市では、これまで風致地区、いわゆる古都保存法に基づく歴史的風土特
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別保存地区、京都市独自の制度である自然風景保全地区等の規制・誘導制度を

活用し、三方の山並み等の自然景観や山麓部の田園風景、緑豊かな住宅地等の

保全に努めてきている。 
今後とも、これらの規制・誘導制度を適切に活用し、風趣ある自然景観の保

全を図るとともに、土地の買い入れ制度を伴う歴史的風土特別保存地区等にお

いては、土地所有者の申し出に確実に応じることができるよう財源を確保し、

積極的に必要な土地の買い入れと適正な管理を行うべきである。 
また、開発行為は、建築活動の前提となるものであるため、開発行為に当っ

ては、緑化等により良好な建築活動の基盤が形成されるよう誘導すべきである。 
 

２）世界遺産周辺  
京都市には、14 の世界遺産に登録された神社・仏閣等があり、京都の景観を

特長づける重要な要素となっている。このうち、三方の山々の山麓部に位置す

るものについては、歴史的風土特別保存地区等を活用した厳しい規制により、

その周辺の自然・歴史的景観が保全されているものの、市街化の進んだ隣接地

区では、これらの景観と不調和な中高層建築物が建築され、景観に影響を及ぼ

している。 

従って、景観上重要な世界遺産周辺地域においては、現行の歴史的風土特別

保存地区等の区域のみならず、その隣接地区においても、一定の地域を限って

重点的に景観の保全の取組を強化することが必要である。 
このため、景観上重要な世界遺産等の周辺地域について、風致地区や美観地

区を活用し、各世界遺産が存在する地域の特性に配慮して、高さの最高限度を

引き下げるべきである。 
また、緑豊かな地域特性に配慮し、世界遺産の周囲やそれに至る道路等にお

いて、積極的な緑化の誘導や、風趣ある景観と調和したデザインとなるよう規

制・誘導すべきである。 

 

② 三方の山々の内縁部における住宅地等 
 
京都市では、市街地の拡大が進む中で、三方の山々の内縁に位置する地域にお

いて、土地区画整理事業や計画的な宅地開発事業により、戸建住宅を中心とする

良好な居住環境の整った住宅地が整備されてきた。これらの地域では、三方の山

並み景観との調和を図るための一定の規制が行われているが、これまでの形態、

意匠、色彩等のデザイン基準は抽象的で、地域の景観の向上に貢献する建築物の

誘導が十分図れていない。また、地域特性に応じたきめ細やかな高さ規制が行わ

れていないため、建築物の更新の際に、こうした良好な居住環境の整った住宅地

と不調和な中高層建築物が建築されている。 
従って、良好な住宅地の居住環境や景観を保全し、三方の山並み景観との調和

を図るため、建築物の高さやデザインに関する規制・誘導を強化することが必要
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である。 
このため、高さ規制については、幹線道路沿道の土地利用の観点から店舗等の

利便施設の必要性を考慮しつつ、低層住宅地域における幹線道路沿道の高さの最

高限度を、隣接する低層住宅地との乖離が１、２階程度となるよう、引き下げる

べきである。 
また、デザイン規制については、地域にふさわしいものとなるよう、形態、意

匠、色彩等の基準を明確化するとともに、三方の山々の内縁に位置する地域の特

徴を踏まえ、これらとの調和を図るため、勾配屋根の設置や緑化を誘導すべきで

ある。 
さらに、敷地の細分化を防止し、良好な景観を維持するため、美観地区等を活

用し、用途地域にかかわらず、建築物の敷地面積の最低限度を設定すべきである。 
 
③ 歴史的市街地 

 
京町家等の歴史的な建造物が多く存在し、鴨川をはじめとする豊かな水辺空間

や緑地空間を有する特長的な景観が形成されている旧市街地（伏見旧市街地を含

め、概ね明治後期に市街化していた区域）は、歴史都市・京都において景観上重

要な地域である。 
また、この地域では、歴史的に通りを挟んで“両側町”が形成され、都市構造

や町並み景観の基盤となるとともに、地域コミュニティの単位ともなり、人々の

手による景観形成の取組が期待できる地域でもある。 
このような歴史的な市街地については、世界の歴史都市では、「歴史地区」など

として、景観の保全・再生の取組が進められてきているところであり、京都にお

いても、歴史都市として、重点的な取組が望まれる。 
このため、この地域を「歴史的市街地」と位置づけ、積極的に美観地区を活用

し、地域の特性に応じた高さの最高限度の引き下げや、形態、意匠、色彩等のデ

ザイン基準の策定を行うことにより、歴史的な建造物や町並みの保全・再生と、

新たな時代を代表する優れた景観の創造に取り組むべきである。 
また、“両側町”を基本に、敷地内に庭を配置し自然を取り込む京町家の空間構

成が、街区内の緑地や空地の確保に貢献していることを踏まえ、敷地内に通風・

採光、防災等に有効な空地を配置する建築計画を誘導すべきである。 
なお、こうした取組に当っては、戦前の木造建築物や狭隘な通りの多い京都で

は、市街地の不燃化が極めて重要な課題であることから、防災性の向上の要請に

も配慮することが必要である。 
 
１）歴史的都心地区  

「歴史的市街地」のうち、河原町通、烏丸通、堀川通、御池通、四条通、五

条通の６本の幹線道路沿道地区（田の字地区）とこれに囲まれた職住共存地区

は、商業・業務機能が集積する地区でありながら、今なお、京町家をはじめと
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する歴史的な建造物が多く存在する、京都を代表する中心地区である。 
このため、この地域を「歴史的都心地区」と位置づけ、「京都らしい風情があ

ふれる、歩いて楽しい、快適なまちづくり」を目指し、伝統産業・商業・観光

振興、交通政策とも連携した総合的なまちづくりのビジョンを策定し、取組を

実施すべきである。 
 

ⅰ 幹線道路沿道地区  
幹線道路沿道地区については、近代建築物が点在し、業務系の建築物が多

い烏丸通、シンボルロードとして景観形成が進められている御池通、商店街

等の商業空間が中心の四条通や河原町通など、各幹線道路には、それぞれの

特性がある。幹線道路沿道地区では、こうした特性を踏まえ、道路空間と一

体となった、京都らしい現代的な沿道景観の形成を目指すことが必要である。 
このため、積極的に美観地区を活用し、土地の高度利用を図る商業・業務

の中心地区であることを踏まえつつ、三方の山並みへの眺めや鴨川の東岸か

らの眺め、職住共存地区等の隣接地区に建つ建築物や町並み、世界遺産であ

る二条城やその周辺の町並み等にも配慮し、建築物の高さの最高限度を 10
階程度に引き下げるべく、現行の高さ規制の数値を見直すべきである。 
また、新たな沿道景観の創造を誘導する中高層建築物の形態、意匠、色彩

等のデザイン基準を策定するとともに、細街路の通り景観に配慮した壁面の

位置等の規制・誘導を行うべきである。 
さらに、広幅員の御池通、五条通、堀川通において、緑豊かで、ゆとりあ

る市街地空間を形成するため、屋上や壁面の緑化、歩行者空間と一体的に整

備される公開空地の誘導、にぎわい空間の創出等を行うべきである。 
 

ⅱ 職住共存地区  
職住共存地区については、京町家をはじめとする歴史的な建造物や、これ

により構成される歴史的な町並みが未だ多く存在するとともに、職と住が共

存し、京都の生活文化を伝える特長的な地区である。職住共存地区では、こ

うした特長を踏まえ、京町家の積極的な保全・再生と併せて、京町家と調和

した建築物等を誘導し、“京都らしい歴史的な町並み景観”、“都市における良

好な居住環境”、“都市としての活力”とが調和した、「職住共存の中低層の市

街地空間」の形成を目指すことが必要である。 
このため、美観地区を活用し、京町家と調和する建築物の高さとして、そ

の最高限度を５階程度に引き下げるべく、高さ規制の数値を見直すべきであ

る。 
また、この地区においては、全ての建築物を対象とし、原則として京町家

との調和に配慮した形態、意匠、色彩等のデザインに関する基準を策定すべ

きである。とりわけ、中高層建築物については、歴史的な町並み景観に配慮
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した壁面の位置の制限、歴史的な建築様式をイメージさせるデザイン要素の

導入などにより、デザイン基準を策定すべきである。 
 

  ２）水辺空間や緑地空間周辺  
鴨川、堀川、高瀬川、琵琶湖疏水をはじめとする河川や水路などの水辺空間

や、丘陵地、樹林地、街路樹や並木等の緑地空間といった、自然が景観上の特

長を表出しているあらゆる地域では、これと一体的に優れた景観を創出するこ

とが重要である。 
このため、積極的に風致地区や美観地区を活用し、緑化の誘導や、壁面の位

置の制限、低層部の明確なデザイン基準の策定等により、こうした地域の特性

を踏まえ、建築物の規制・誘導を図るべきである。 
特に、鴨川地区は、歴史的な建造物と、水辺空間、緑地空間、橋梁等が一体

となった、京都の風情ある景観を形成する代表的な地区であることから、鴨川

の両岸からの眺めにも配慮した景観形成に取り組むべきである。 
 

ⅰ 鴨川西岸から河原町通  
鴨川西岸では、先斗町等の連担する歴史的な建造物により、風情ある景観

が形成されている一方で、これに隣接する河原町通までの間で、高さの最高

限度に極端な乖離があることにより、不調和な建築物が建築されている。こ

うした状況を踏まえ、この地域では、建築物の高さやデザインの規制・誘導

による景観の保全・再生の取組を強化することが必要である。 
このため、先斗町等では、これらの連担する歴史的な建造物の高さとの調

和を図る観点から、建築物の高さの最高限度を３階程度に引き下げるべく、

高さ規制の数値を見直すべきである。これと併せて、商業地域として土地の

高度利用を図る地区であることを踏まえつつ、鴨川の東岸からの眺めにも配

慮し、鴨川西岸から河原町通までの高さの最高限度を引き下げ、河原町通か

ら鴨川に行くに従って、次第に高さの最高限度を低減させるよう設定すべき

である。 

また、これらの地区では、通りに面した部分の外観のみならず、側面、背

面、屋上部分に関する形態、意匠、色彩等のデザイン基準を策定すべきであ

る。特に、室外機、建築設備等が景観に影響を及ぼすことのないよう配慮す

るとともに、屋上緑化や勾配屋根の設置を誘導すべきである。 
さらに、京都の夏の風物詩である鴨川の納涼床についても、素材や色彩に

関する基準を策定し、誘導すべきである。 
 

   ⅱ 鴨東地域  
鴨東地域は、鴨川東岸から東山の山裾までの中間領域に位置し、京都を代

表する東山への眺望に対して配慮が必要となる地域である。 
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このため、美観地区等を活用し、納涼床からの視点等により、概ね東山の

稜線への視界が確保されるよう、建築物の高さの最高限度を引き下げるべき

である。 
また、室外機、建築設備等が景観に影響を及ぼすことのないよう配慮する

とともに、屋上緑化や勾配屋根の設置により、山並みの景観との調和に配慮

したデザインを誘導すべきである。 
 

３）幹線道路沿道  
「歴史的市街地」の幹線道路沿道のうち、美観地区に指定されている御所、

二条城、本願寺、東寺周辺などは、これらの歴史的資産と調和する建築物が誘

導されているが、美観地区に指定されていない区域では、既に歴史的な建造物

の更新が進んでいるところも多く、隣接する歴史的な町並みと不調和な建築物

が建築されている。 
このため、道路幅員との関係や沿道の特性に配慮するとともに、京町家が多

く存在する隣接地区等との極端な高さの最高限度の格差を抑制する観点から、

積極的に美観地区に指定し、高さの最高限度を６階程度に引き下げるべく、高

さ規制の数値を見直すべきである。 
また、新たな沿道景観の創造を誘導する中高層建築物の形態、意匠、色彩等

のデザイン基準を策定すべきである。 
 

④ 高度集積地区等の南部地域 
 
京都市の南部地域は、新しい都市機能の集積地域として、「創造」のまちづくり

を目指す地域とされているが、十条通以南は、バブル経済崩壊後の社会経済情勢

下における、土地利用に関する明確な方針が示せていないことと併せて、建築物

等の景観に関する制度の適用もない。このため、長い間、点在する低未利用地、

住宅、店舗、事務所、工場等の建築物等により、無秩序で、まとまりのない景観

を呈している。 

先端的な産業や本社機能、研究機能、流通機能等の機能集積を図り、市南部の

核と位置づけられている高度集積地区においても、目標とする機能の誘致や新し

い市街地としての整備が進んでおらず、京都市の新しい景観を創出する地域のあ

り方として、明確な方針を示せていない。 

このため、高度集積地区について、その景観形成の方向性を明確化する前提と

して、現行の「高度集積地区整備ガイドプラン」を見直し、現在の社会経済情勢

を踏まえた市街地像とその実現のあり方を明確化すべきである。その際、地域の

歴史や文化、鴨川、桂川、宇治川等の自然を生かした都市環境整備を重視すると

ともに、災害時にも活用できる、緑地空間等の安らぎの場の整備・確保について

留意すべきである。 
また、景観形成の観点からは、景観法に基づく景観計画に形態、意匠、色彩等
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のデザイン基準を定め、景観に影響を及ぼす建築物を制限する制度を導入すると

ともに、主要な幹線道路沿道について、協議会組織等も活用しながら、沿道景観

形成に関する計画を作成すべきである。 
さらに、大規模敷地における緑化や公開空地の整備など、良好な建築計画の誘

導を行うべきである。 
 

⑤ その他の地域等 
  
これまで述べてきた地域以外の地域については、これまで述べてきた地域の方

策や既存の規制を参考とし、或いは、これらの地域の中間領域として他の地域と

の規制のバランス等を考慮し、景観形成の取組を行うべきである。 

また、三方の山々の山麓部周辺における景観保全の取組強化の考え方を、市街

地の丘陵地に適用するように、これまで述べてきた地域内の個別地区についても、

これまで述べてきた地域の方策等を参考とし、景観形成の取組を行うべきである。 

 

２．京町家など歴史的な建造物の保全とそれを活用した都市景観形成 

 
京都市には、伝統的な建築様式と生活文化を伝える京町家等の優れた歴史的な

建造物が存在し、歴史都市・京都の景観を構成する重要な要素となっている。 
京都市では、様々な行政施策や市民等の取組によって、その保全に努力はされ

ているものの、年々数を減らし、京都らしい風情のある景観が次第に失われてき

ている。 

このため、市域にある景観上重要な歴史的な建造物の保全・再生の取組を更に

強化する必要がある。 
 

① 京町家など歴史的な建造物の保全 
 
景観上重要な京町家、近代建築物等を、現状変更行為の制限、相続税の適正評

価措置等の伴う景観重要建造物に指定し、積極的に保全するとともに、安全性の

科学的解明を進め、防災性に配慮したうえで防火等の規定を緩和するなどの特例

措置を積極的に活用すべきである。 
また、優れた文化的価値を有する建造物を保全するため、京都市の指定・登録

文化財制度等を積極的に活用すべきである。特に、庭園と一体となった大規模邸

宅については、名勝等の制度も活用し、総合的な保全を図るべきである。 
 

② 京町家等を活かした歴史的景観の再生手法の導入 
 
京町家等が点在する地域や小規模に集積・連担する地域では、歴史的な建造物

が集積している地区を対象とする伝統的建造物群保存地区、歴史的景観保全修景

地区等の指定制度が活用できない。 
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従って、歴史的な建造物を景観重要建造物に指定し、これを核として、“点”か

ら“線”、“線”から“面”へと展開し、歴史的景観の再生を進める新たな仕組が

必要である。 
このため、景観重要建造物に近接する京町家等の改修助成を行う「京町家まち

づくりファンド」を活用するとともに、景観重要建造物の修景や京町家との調和

を図る建築物の修景に対し新たな助成制度を創設し、歴史的景観を再生する取組

を進めるべきである。 
 

③ 京都らしい風情を残した通り景観の保全・再生 
 
京都には、狭隘な通りに歴史的な建造物が建ち並び、京都らしい風情を残して

いる地区がある。このような歴史的な町並みは、保全していくべきものであるが、

防火等の安全性に課題がある。 
このため、地区の住民とも協力して、京都市独自の防火条例や地区計画などを

活用することにより、一定の安全性を確保したうえで、京都らしい風情を残した

景観の保全・再生に努めるべきである。 

 

④ 京町家の保全・再生のための多様な取組の実施 
 
歴史的な町並みの保全・再生は、行政のみでは実現できるものではなく、市民、

事業者等の協力が不可欠である。 
このため、景観整備機構に指定されている（財）京都市景観・まちづくりセン

ター等と連携し、所有者等の保全意識の啓発に取り組むとともに、保全意識のあ

る所有者等に対する改修等への融資制度の創設、安全性の維持・向上を図るため

の改修指針の整備、京町家に精通した専門家による相談窓口の充実等に取り組む

べきである。 
また、保全意識はあっても、京町家を維持管理できない場合の寄贈申出への対

応、或いは、経済事情等により売却せざるを得なくなった京町家の緊急避難的な

買い上げ等の仕組を整備すべきである。 
さらに、京町家の保全・再生・活用を促進するため、売買や賃貸借を円滑化す

る流通の仕組や公的な活用の仕組を整備すべきである。 
 
３．看板など屋外広告物、駐輪・駐車対策等の強化 

 

都市の景観については、都市のあらゆる活動から生み出される全てのものが大

きく影響するものである。とりわけ、無秩序に設置された看板やネオンサイン、

電柱等に貼られたはり紙などの屋外広告物、放置自転車や違法駐車車両等は、景

観を悪化させているものとして市民が身近に感じられる要素である。 

このため、屋外広告物対策、放置自転車や駐車対策等を更に強化することが必

要である。 
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（１）屋外広告物対策 

 

① 屋外広告物の規制・誘導策の強化 
 
無秩序に設置された屋外広告物によって、都市景観が乱れている状況にある。

この状況を改善し、町並み景観の向上を図るためには、個々の屋外広告物に対す

る規制のみでは不十分である。従って、地域特性に応じ、町並みを対象とした規

制・誘導を行う仕組について検討する必要がある。 
このため、屋上に設置する屋外広告物の禁止、突出型屋外広告物の設置位置の

最高高さの引き下げと設置範囲の限定、自動販売機に表示される屋外広告物の基

準の策定など、町並み全体の景観を考える中で、建築物と一体的に屋外広告物を

規制・誘導すべきである。 
また、景観整備機構に指定されている（財）京都市景観・まちづくりセンター

と連携し、優良な屋外広告物を表彰する顕彰事業等により、優良な屋外広告物を

誘導するとともに、専門家の派遣制度を充実させ、デザインの専門家の活用を図

るなど、統一的な屋外広告物や地域色豊かな屋外広告物設置を誘導すべきである。 
南部地域等においては、現在、規模、形態、意匠、色彩等について、好ましく

ない屋外広告物が乱立している。 
このため、主要な幹線道路沿道等における屋外広告物に関する基準を見直すべ

きである。 
 

② 違反屋外広告物に対する指導の徹底 
 
景観を悪化させている大きな要因の一つに違反屋外広告物が多いことが挙げら

れる。このような違反屋外広告物を放置することは、いかに良好な屋外広告物を

誘導するよう基準を策定しても意味がない。 
このため、違反屋外広告物に対する徹底した是正指導と、悪質な違反屋外広告

物に対する告発や行政代執行も視野に入れた指導の強化を図るべきである。 
また、行政と市民のパートナーシップによる取組として、「京・輝き隊」が発足

しているところであり、行政、市民等が協力して違反屋外広告物（はり紙、はり

札、のぼり旗、たて看板等）の除去活動を積極的に展開するとともに、これらの

活動を通じ市民、事業者等への啓発を行うべきである。 
 

（２）放置自転車・駐車対策 

 

① 放置自転車等の撤去の取組強化 
 
歩道等に放置される自転車や歩道に出された商品の陳列台等については、都市

景観を悪化させることにとどまらず、歩道の本来の目的である安全な歩行の確保

に支障を来たすものである。 
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このため、京都市では、鉄道駅周辺をはじめ、約 60 箇所において、放置自転

車の撤去の取組を実施してきているが、撤去自転車等の保管所の更なる確保に努

めるとともに、放置自転車等の多い地域（三条通、四条通、烏丸通、木屋町通に

囲まれた地域）において、撤去頻度を高めることや、自転車等の放置実態に応じ

て撤去箇所を追加するなど、取組を強化すべきである。 
また、地域の商店組合、住民、警察等との連携強化による、自転車等の放置防

止や商品の陳列台の歩道占用の防止、違法駐車防止の啓発など、マナー向上に関

する取組を充実すべきである。 
 
② 駐輪スペースの確保 

 
過度に自動車に依存しない交通体系を目指すうえでは、自転車は重要な移動手

段として認識する必要がある。 
このため、都心部を中心に、放置自転車撤去の取組と併せ、公共用地等を活用

した駐輪場の整備用地の確保、立体化による容量確保など、駐輪需要に応じ、計

画的に駐輪場を確保すべきである。 
また、小売店舗等に一定の駐輪スペース設置を義務付けているが、その対象と

なる施設の拡大や店舗面積の引き下げ等の見直しによる駐輪場の付置義務強化、

広幅員の歩道空間等を活用した一時駐輪スペースの設置など、短時間の駐輪需要

に対応すべきである。 
 
③ 駐車対策 
 
違法駐車車両についても、景観に及ぼす影響は大きい。これを踏まえ、都市の

交通政策における自動車交通に対する方針を明確化したうえで、建築物における

駐車場の付置義務のあり方を再検討すべきである。 

また、建築敷地に駐車スペースを設置する場合においては、建築物の通りに面

した部分における駐車スペースの配置の抑制や門扉等の設置、地下や街区単位で

の駐車場設置の誘導など、町並みとしての連続性や通りのにぎわいに配慮した取

組を実施すべきである。 

 

４．緑の保全及び緑化の推進 

 
  三方の山並みに代表される緑は、京都の景観を特長づける極めて重要な要素で

あるが、市街地においては、緑豊かな潤いのある空間は必ずしも多くない。 
このため、“都市の緑”に関する総合計画である「京都市緑の基本計画」との連

携を図り、歴史的風土特別保存地区制度等を活用した緑地の保全や管理支援によ

る景観上重要な樹木の保全に更に努めるとともに、公園、街路樹、水辺の緑等の

計画的な整備を行うべきである。 
緑化については、屋上緑化や壁面緑化を促進するための助成制度の創設、固定



21 

資産税の優遇措置を伴う緑化施設整備計画認定制度の活用、一定の規模以上の緑

化を義務付ける緑化地域の指定、大規模な建築計画に対する歩行空間や休息緑地

の整備の誘導等を行うべきである。 
また、歴史的風土特別保存地区内の買い入れ地をはじめとする森林等について

は、維持管理が行き届いていないことや植生の変化による景観への影響を踏まえ、

適正な維持管理の仕組が必要である。 
このため、森林等の所有者との連携を図り、間伐作業等のボランティアの活用

や専門家の育成など、緑の保全に対する総合的なマネジメントの仕組を導入する

とともに、まとまった買い入れ地を自然に親しむ空間として活用すべきである。 
また、林業を通じた森林の育成・活用により、特長的な森林景観を形成してい

る地域もあることから、地場産材の活用促進を含む林業振興との連携により、景

観の保全に努めるべきである。 
 

５．その他の景観形成に関する方策 

 
（１）景観に配慮した道路、河川、公共建築物等の整備 

 
電線、電柱等は、都市景観に大きな影響を及ぼすものである。とりわけ、歴史

的な町並みを形成している地区においては、決して好ましいものとは言えない。 
このため、京都市では、「無電柱化推進計画」に基づき、計画的に無電柱化事業

を実施してきているが、今後とも、特に、世界遺産周辺、歴史的町並みを保存す

べき地区等においては、積極的に面的整備を行うべきである。 
また、道路や河川の整備については、建築物の規制と併せて、快適な歩行者空

間や親水空間を創出し、一体的な景観が形成されるよう十分配慮すべきである。 
さらに、橋梁等の土木構造物の整備、ガードレール・道路標識・バス停の上屋

等の道路付属物の整備や道路の舗装については、安全面を考慮しつつ、周囲の自

然や町並みと調和した色彩や素材を用いるなど、地域の景観特性に十分配慮すべ

きである。 
一方、公共建築物は、京都の都市景観の形成に先導的な役割を担い、民間の建

築活動の模範となるべきものである。 
このため、地域の町並み景観への配慮はもちろんのこと、京都らしい景観の創

出に貢献する建築物を率先して整備すべきである。 
 

（２）夜間景観形成 

 
近年、建築物や樹木のライトアップによる魅力的な演出が多くなる一方で、樹

木へのライトアップにより、樹木そのものの生態に影響を及ぼすことも懸念され

ている。また、繁華街や幹線道路沿道等では、建築物や屋外広告物のネオンサイ

ンが、夜間景観を悪化させている。 
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このため、歴史都市・京都にふさわしい夜間景観のあり方について検討を行い、

夜間景観形成のガイドラインの作成や、建築物や屋外広告物のネオンサインに関

する基準の策定により、規制・誘導すべきである。 
 

（３）景観形成に向けた市民等の参加促進 

 
景観形成については、行政はもとより、市民、事業者等も、主体性を持って取

組を行うことが必要である。 
このため、既に景観整備機構に指定されている（財）京都市景観・まちづくり

センターやＮＰＯ等の様々な分野の活動組織と連携し、情報提供、相談、専門家

派遣、活動支援、顕彰等の取組により、市民、事業者等の景観に対する意識の醸

成、自発的な景観形成の取組や協力者の参加を促進すべきである。 
また、景観法に基づく景観協議会の制度の活用など市民、事業者等による景観

形成のための協議の場の設定、地域の景観上重要な要素や景観を悪化させている

要素の抽出作業、景観シミュレーション技術を活用した地域の景観像の検討など、

市民等が参加した中での地域ごとの景観形成の取組や合意形成を円滑化する取組

を実施すべきである。 
さらに、市民、事業者等に対する情報提供や啓発、自発的な取組の支援を積極

的に行い、建築物等の高さやデザインに関する自主的規制や景観協定の締結促進、

地区計画制度の活用等による景観形成の取組を実施すべきである。 
 

（４）景観形成に関する教育の充実と活動を支える人材の育成 

 

優れた景観を継承し、持続的に発展させていくためには、市民の理解を深め、

将来の景観形成の活動を担う、高い見識を持った人材を育成する“教育”は極め

て重要である。 
このため、京都市の先導的な学校教育の課程における景観・まちづくり分野の

教育の充実、生涯学習における自主的な活動の奨励により、景観形成の重要性に

ついて幅広い市民の理解を深めるべきである。 
また、景観や環境に造詣の深い建築・デザイン分野等の専門家の育成と活用な

ど、景観形成の活動を支える人材を積極的に育成すべきである。 
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Ⅳ．景観政策の推進に関する事項 
 

１．景観形成のためのマスタープランの策定 

 
京都市は、これまで景観形成に関する先駆的な取組を行ってきたが、景観法の

制定を受けて更に取組を充実させ、計画的かつ着実に景観形成を進めていくこと

が必要である。 
また、景観形成には、市民をはじめ、あらゆる主体の参加と協力が不可欠であ

るため、まず、京都市の目指す景観形成のビジョンや様々な取組を市民に分かり

やすく伝えていくことが重要である。 
このため、美観地区の指定拡大等の制度の充実と併せ、京都市が、景観法に基

づき策定した現行の「京都市景観計画」を更に発展させ、将来を見据えた景観形

成のビジョンや地域別の景観形成の方針、これに基づく取組を総合的にまとめた

景観形成のためのマスタープランを策定し、計画的に景観形成の取組を実施すべ

きである。 
その際、現行の景観計画区域のみならず、将来的に市域全域を対象とするとと

もに、市民に理解しやすい内容とするため、制度の体系化・統合化に努めるべき

である。 
また、今後とも、景観の現状や取組の効果の把握に努め、必要に応じて取組の

充実を図るべきである。 
 
２．総合的な景観形成の取組の実施 

 
建築物をはじめとする人工物のみならず、あらゆる都市活動によって顕在化す

る都市の姿が景観となるといっても過言ではない。 
このため、民間の開発行為・建築物等の規制・誘導、先導的な公共建築物の整

備、景観に配慮した道路・河川等の整備、市民、事業者等の景観形成に関する活

動の促進等、ハード・ソフト両面から総合的に景観形成の取組を行うべきである。

その際、行政の財政支出を伴うものについては、必要な財源の確保に努めるべき

である。 
また、土地利用の視点も含め、あらゆる制度・手法を駆使し、京都独自の創意

工夫を生かして景観形成の取組を行うことはもちろんのこと、景観に影響を及ぼ

す背景となる社会経済情勢の動向を踏まえ、文化財、住宅、産業、観光、交通、

教育等の各種政策との連携を図り、景観形成の取組を行うべきである。その際、

行政関係部局は、推進体制の整備等により連携を強化し、特に、中心となる景観

行政、都市計画行政、建築行政は、言うなれば、都市空間全体を対象とする「空

間行政」の担い手として、より緊密に連携すべきである。 
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３．関係機関との連携 

 
京都の景観形成は、京都市のみで実現できるものではなく、国をはじめとする

関係機関との連携が不可欠となる。 
このため、道路、河川、公園等の景観形成上重要な公共施設の管理者等として

の国や京都府、京都市に隣接する地方公共団体、電力・通信・ガス等の占用企業

者、景観やまちづくりに関するＮＰＯ等の活動組織、職能団体、小中学校・高校・

大学等の教育・研究機関、関連学会などとの緊密な連携を図るべきである。 
また、京都の優れた景観を守ることは、京都の行政、市民、事業者等の責務で

あるが、この京都の優れた景観は国民共通の財産でもある。その保全・再生のた

めに、国からの支援や所要の制度改正・創設が行われるよう、京都市が進める国

家戦略としての京都創生の取組の中で、積極的に要請すべきである。 
 
 
 
 

 



おわりに 

 
 本審議会は、平成 17、18 年度２ヵ年にわたって審議を行うものであるが、京都

の景観の変容が進行する中で、将来を見据えた景観政策の取組は喫緊の課題であり、

まさに「時間との勝負」となっている。 
 このため、この「中間取りまとめ」は、平成 17 年度の審議を踏まえ、京都市が

取り組むべき施策について緊急的に提言を行うものである。 
 行政においては、50 年後、100 年後を見据えた歴史都市・京都の景観づくりに向

けて、この「中間取りまとめ」を真摯に受け止められ、速やかに具体的な取組に着

手されることを望むものである。 


